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本資料の取り扱いについて

将来の事業内容や業績等に関して本資料に記載された記述は、将来予想に関する記述です。将来予想に関する記述には、「目指す」、「予測する」、「想定する」、「確信する」、「継続する」、「試

みる」、「見積もる」、「予期する」、「施策」、「意図する」、「企図する」、「可能性がある」、「計画」、「潜在的な」、「蓋然性」、「企画」、「リスク」、「追求する」、「はずである」、

「努力する」、「目標とする」、「予定である」又は将来の事業活動、業績、出来事や状況を説明するその他の類似した表現を含みます。将来予想に関する記述は、本資料作成時点において入手可能な

情報をもとにした当社の経営陣の判断に基づいて作成しており、これらの記述の中には、様々なリスクや不確定要素が内在します。そのため、これらの将来に関する記述は、様々なリスクや不確定要素

に左右され、実際の将来における事業内容や業績等が、将来に関する記述に明示又は黙示された予想とは大幅に異なることとなる可能性があります。したがって、将来予想に関する記述に依拠すること

のないようご注意ください。

当社以外の会社又は当事者に関連する情報又はそれらにより作成された情報は、一般的に入手可能な情報及び本資料で引用されているその他の情報に基づいており、当社は、当該情報の正確性及び適切

性を独自に検証しておらず、また、当該情報に関して何らの保証もするものではありません。

なお、今後の「事業計画及び成長可能性に関する事項」については、次回は2023年9月期本決算の発表時期を目途として開示を行う予定です。
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会社紹介
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企業概要

バイオリファイナリーとは、「微生物を使ってバイオマスから化学品を作る技術」

会社紹介：バイオリファイナリーとは

原油リファイナリー バイオリファイナリー

エネルギー製品

・燃料
・電気

化学製品

・プラスチック
・繊維
・ゴム
・洗剤

素材

・エチレン
・プロピレン
・BTX

化学品

エネルギー製品

・エタノール
・ジェット燃料

化学製品

・PET
・ポリエステル
・合成ゴム
・ポリマー

バイオ素材

・芳香化合物
・アミノ酸
・アルコール

化学品

当社は、微生物と
生産プロセスの

設計・開発を行う
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当社は、

『バイオリファイナリーに活用される
微生物を、遺伝子操作により設計・開発する』

会社

“バイオリファイナリー”
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会社紹介：経営理念（ミッション）

「グリーンテクノロジーを育み、地球と共に歩む」を経営理念(ミッション)として掲げ、世界中のバイオリ
ファイナリープラントにおいて当社の技術が使われ、「創造的な技術力、提案力でバイオリファイナリー分
野を牽引し、常識を変革する企業になる」ことを目指す

持続可能な開発目標(SDGs：Sustainable Development Goals)の17のゴールのうち、次の６つの達成に寄与

当社独自のバイオリファ
イナリー技術は、様々な
社会問題の解決に寄与

当社の技術により、廃棄
物から化学品を作り、廃

棄物削減に寄与

当社の技術により、化石
燃料をバイオ燃料に置き
換えることで、クリーン
エネルギーの実現に寄与

当社の技術により、可食
バイオマス由来の化学品
を非可食バイオマス由来
に置き換えることで、食
糧問題と競合しない社会

の実現に寄与

当社の技術により、石油
由来の化学品をバイオマ
ス由来に置き換えること
で、CO2を削減し、カー
ボンニュートラルの実現

に寄与

当社の技術により、生分
解性樹脂の原料となる化
学品をバイオマス由来に
置き換えることで、海洋
プラスチックの問題解決

に寄与
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※ 公益財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）

企業概要会社紹介：会社概要

当社は、バイオリファイナリーの実用化を目指して設立された、公益財団法人※発の技術開発型ベンチャー

設立 ２０１１年９月

会社名 Green Earth Institute 株式会社

本社所在地 東京都文京区本郷7-3-1 東京大学アントレプレナーラボ

研究所所在地 千葉県木更津市かずさアカデミアパーク

資本金 １,５９６,２７２千円 2022年9月末時点

事業内容 革新的なバイオリファイナリー技術を活用し、バイオマス原料からバイオ化学品を開発、商用化する

従業員数 ３５名（内、研究開発部門２２名）2022年9月末時点

役員構成（常勤） 代表取締役CEO 伊原 智人、取締役 川嶋 浩司、取締役CFO 浦田 隆治
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研究開発から商用化までのプロセスにおいて、乗り越えなければならない３つの障壁※1をクリア

企業概要
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会社紹介：沿革（1／2）

年月 概要

2011年９月 Green Earth Institute株式会社を設立（資本金：10,000千円）

2012年２月
RITEとの間で、アミノ酸等の製造に必要なRITE Bioprocess®※2の特許の実施権
契約を締結

2012年８月
米国工業微生物学会（SIMB）にて、国立再生可能エネルギー研究所 (The 
National Renewable Energy Laboratory（NREL)）とのセルロース系バイオマ
ス由来のエタノールの共同研究成果を発表

2016年３月 バイオマス由来のアラニン（アミノ酸の一種）の商用スケールでの量産に成功

2018年４月 中国企業とバリン（アミノ酸の一種）にかかるライセンス契約を締結

2018年10月 ライセンシーにおいてバリンの製造販売を開始

2021年２月
当社が製造した古着由来のバイオジェット燃料を搭載した日本航空会社の商用
機が、日本初の純国産バイオジェット燃料によるフライトを実現

2021年２月 DIC株式会社とアスパラギン酸（樹脂原料）「にかかるライセンス契約を締結

2021年７月
「サーキュラーバイオⓇエタノールプロジェクト」※3第１弾として、シュレッ
ターごみ由来のエタノール消毒液が完成

2021年８月
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構よりバイオファウンド
リ事業※4を受託（６年間、総額54億円（税込））

2022年４月 DIC株式会社とβアラニン（アミノ酸の一種）にかかるライセンス契約を締結。

2022年９月
環境省より「脱炭素社会を支えるプラスチック等資源循環システム構築実証事
業（廃棄物等バイオマスを用いた省CO2型ジェット燃料又はジェット燃料原料製
造・社会実装化実証事業）」を受託（２年間、約２億円（税込））

※1 技術を基にしたイノベーションを実現するために、研究開発から商用化までのプロセスにおいて、乗り越えなければならない３つの障壁（魔の川、死の谷、ダーウィンの海）

※2 RITE Bioprocess®は、公益財団法人地球環境産業技術研究機構の登録商標(登録第5796262号)(使用許諾済)
※3 「サーキュラーバイオⓇエタノールプロジェクト」は、古紙等の廃棄物よりエタノール製品を生産し、循環型経済を推進する当社プロジェクト
※4 バイオファウンドリ事業は、日本における大学や企業等が保有する、バイオリファイナリー技術の商用化のための生産プロセスの開発、実証等を実施するプラットフォーム(バイオファウンドリ拠点)を構築、運用する事業

RITE Bioprocess®の商用化第１弾

RITE Bioprocess®の特許の
ライセンス契約の締結

様々なパイプラインでの契約締結
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企業概要

研究開発から商用化までのプロセスにおいて、乗り越えなければならない３つの障壁※をクリア

※ 技術を基にしたイノベーションを実現するために、研究開発から商用化までのプロセスに

おいて乗り越えなければならない３つの障壁（魔の川、死の谷、ダーウィンの海）

会社紹介：沿革（2／2）

４００

０

２００

３００

１００

百万円

2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2017/9 2018/9 2019/9 2020/9 2021/9

売上高

- 魔の川 -
技術が製品に結び

つかない

RITE Bioprocess®の特許の
独占的実施権契約の締結

RITE Bioprocess®の商用化第１弾

- 死の谷 -
製品を商用化できず

埋没

様々なパイプラインでの契約締結

- ダーウィンの海 -
製品が市場で淘汰され

業績に寄与しない

2022/9

５００
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企業概要会社紹介：経営陣紹介

様々なバックグラウンドを有する取締役を配置し、コーポレート・ガバナンスを強化のうえ事業推進

代表取締役CEO

伊原 智人

• 1990年に通商産業省（現 経済産業省）に入省後、中小企業、マクロ経済、IT戦略、エネルギー政
策等を担当

• 1996～1998年の米国留学中に知的財産権の重要性を認識し、2001～2003年に官民交流制度を
使って、大学の技術を特許化し、企業にライセンスをする株式会社リクルート（以下、「リク
ルート」という。 ）のテクノロジーマネジメント開発室に出向

• 2003年に経済産業省に戻ったものの、リクルートでの仕事が刺激的であったことから、2005年に
リクルートに転職

• 震災後の2011年７月、我が国のエネルギー政策を根本的に見直すということでリクルートを退職
し、国家戦略室の企画調整官として着任し、原子力、グリーン産業等のエネルギー環境政策をま
とめた「革新的エネルギー環境戦略」に従事

• 2012年12月の政権交代を機に内閣官房を辞して、新しいグリーン産業の成長を自ら実現したいと
考え、当社に入社

取締役

別所 信夫

• 日本合成ゴム株式会社（現 JSR株式会社）取締
役就任

• 東京理科大学大学院 教授就任
• 2020年2月 当社取締役 就任

取締役

川嶋 浩司

• 株式会社日本長期信用銀行（現 株式会社新
生銀行）に入社後、法人部門における融資
業務、本部企画業務、ベンチャー投資業務
等に従事

• 2016年5月 当社参画
• 2016年6月 当社取締役 就任

取締役CFO

浦田 隆治

• べリングポイント株式会社（現 PwC コンサル
ティング合同会社）、株式会社リクルート
（現 株式会社リクルートホールディング
ス）、RPAホールディングス株式会社にて、
コンサルティング、内部統制、IPOに従事

• 2019年6月 当社参画
• 2019年11月 当社取締役 就任

取締役

本庄 孝志

• 通商産業省（現 経済産業省）
• 公益財団法人地球環境産業技術研究機構 専

務理事（現任）
• 2011年9月 当社取締役 就任
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企業概要会社紹介：研究員紹介

各分野（植物、微生物、化学品）の専門家を配置することで、バイオリファイナリーの実用化が可能 ２０２２年９月末時点

研究員
（博士）

人数

２

３

２

１

１

農学

理学

工学

有機化学

医学

学位

応用微生物学、生物化学、酵素化学

分子生物学、分子遺伝学、タンパク質科学

化学工学、分離工学、タンパク質工学

有機化学、医薬化学、合成生物学

栄養疫学、医学部生物学、環境学

主な専門・得意分野

王子製紙、理化学研究所

東京大学、米カリフォルニア大学

東京大学大学院、京都大学大学院

英オックスフォード大学

北京大学

主な職歴/学歴

合計 ９
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ビジネスモデル
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ビジネスモデル（1）事業の内容：事業系統図

14

微生物/
生産プロセス

に関する
技術・ノウハウ

バイオプロセス

に関する特許等付与

特許使用対価

当社

ラ
イ
セ
ン
ス

自
社
販
売

製品販売事業

食品添加物/化粧品素材/バイオ樹脂
/医薬品原料等の販売

製品販売収入

製造委託企業
（OEM※1）

仕入

製造委託

菌体・生産プロセス等
のライセンス供与

アドバイザリー収入
ライセンス一時金
ロイヤリティ収入

ライセンス事業

菌体/技術開発

研究開発収入

研究開発事業

菌体・生産プロセス情報供与

生産技術提供一時金
ロイヤリティ収入

ライセンス事業
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

パ
ッ
ケ
ー
ジ

エンジニアリング
企業

公的機関

NEDO/環境省/経済
産業省/農林水産省

/JST/JICA等

パートナー企業

化学/食品/化粧品/
医薬品メーカー等

建設費・技術
ロイヤリティ

パッケージ

導入

製造・販売

売上

パートナー企業

化学/食品/化粧品/
医薬品メーカー等

※1 OEM（Original Equipment Manufacturer）：委託者のブランドで製品を生産すること、または生産するメーカのこと

※2 現時点での実績はないが、将来計画している収益化手法

パートナー企業

化学/食品/化粧品/
医薬品メーカー等

生産設備を所有しないファブレス型の事業を展開

消費者

RITE等

※2

パートナー企業が
製品の購入を希望

している

パートナー企業が
発酵生産に知見を

持っている

パートナー企業が
自社での生産を考

えている
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開発成功率は高く、ライセンス・自社販売のハイブリッドにより、早期の事業立上げと高収益化を両立

15

企業概要企業概要ビジネスモデル（2）事業の収益構造（ライセンス・自社販売）：多様なマネタイズと高い開発成功率

ライセンス

自社販売

パイロッ
トテスト

Stage３
（商用化段階）

量産プラント
立上げ

契約条
件交渉

開発結果
検討 製造販売

菌体
設計・開発

生産
プロセス

開発

スケール
アップ

PoC
開発品候補

の選定

Stage２
（開発段階）

Stage０～１
（研究段階）

研究開発収入（マイルストン型） ライセンス一時金 ロイヤリティ収入

製品販売収入

開発成功率
（約６０％)

開発成功率
(約８０％)

研究開発
契約

パイロットテスト
契約

ライセンス
契約

研究開発事業 ライセンス事業

製品販売事業

参考）創薬系ベンチャー：

開発成功率

(０.００３８％) ※3

上市までの期間

(９～17年) ※4

※2 ※2

上市までの期間

(24ヶ月～) ※2

アドバイザリー収入

ライセンスまでの期間

(14～26ヶ月) ※2※2

※1 マイルストン数は、研究開発の契約形態により異なる

※2 成功確率、各期間は、2022年9月末時点のパイプライン実績平均より算定

※3 出典：厚生労働省「医薬品ビジョン2021」

※4 出典：日本製薬工業協会資料および各社有価証券報告書より当社作成

※1
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特許使用料による長期的なキャッシュフローを生み出す

パイプライン１本の
金額内訳 ※1

※1 収入金額は、2022年9月末時点のパイプライン実績平均より算定

ビジネスモデル（2）事業の収益構造（ライセンス・自社販売）：ストック型の長期的なキャッシュフロー

アドバイザリー収入研究開発収入 ライセンス一時金 ロイヤリティ収入

5,000万円～ 200万円～ 5,000万円～ 売上高×（3%～）

製品販売収入

売上高×（100%）

パ
イ
プ
ラ
イ
ン
の
本
数

パイプライン進捗のイメージ ※2

ロイヤリティ収入が
積みあがっていく

パイプラインの進捗

※2 当該グラフは、ライセンスモデルと自社販売モデルがストック型の積み上げモデルである旨を示すイメージ図であり、実際のパイプラインの進捗を表現しているものではありません
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ビジネスモデル（2）事業の収益構造（テクノロジーパッケージ）：重厚長大型フルパッケージモデル

バイオ化学品を生産したいパートナー企業に対して、ソフト面（菌体、生産プロセス情報等）とハード面（設備設計
書、プラント建設等）を兼ね揃えた、重厚長大型のフルパッケージモデル

木質バイオマスを原料としたSAF生産の例

生産事業者
（バイオエタノールを作る企業）

エタ
ノール

石油
元売り

SAF 航空会社木材
森林関係
事業者

当社

菌体設計・開発

生産プロセス開発

スケールアップ

エンジニアリング
企業

基礎設計

詳細設計

設備設計

プラント建設

パッケージ

導入

建設費

技術ロイ
ヤリティ

菌体・生産プロセス情報供与

生産技術提供一時金
ロイヤリティ収入

テクノロジーパッケージ（菌
体、生産プロセス情報、設備
設計書、生産設備整備、プラ

ント建設等）
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企業概要

2022年9月期に売上を計上したパイプラインは３２本※1

ビジネスモデル（2）事業の収益構造：パイプラインの実績

※1 2022年9月期の実績（図で具体的に示したパイプラインは、期末時点の総数の一部）

※2 当該事業年度中に売上を計上したパイプラインの数（括弧内は、期末時点のパイプラインの総数）

※3 具体的な品名は非公開

アミノ酸

アミノ酸

アミノ酸

有機酸

アルコール類

高分子材料

アルコール類

大手アミノ酸メーカー
大手商社

大手化学メーカー

大手アミノ酸メーカー

大手化学メーカー

大手商社

大手部品メーカー

大手化学メーカー

食品添加物

食品添加物（主として健康食品向け）

飼料添加物（主として豚向け）
食品添加物

バイオ樹脂原料（生分解性樹脂原料）

バイオ樹脂原料（生分解性樹脂原料）
溶剤、バイオ燃料

バイオ樹脂原料（生分解性樹脂原料）

化学品原料

ライセンス

ライセンス

ライセンス

ライセンス

ライセンス

ライセンス

ライセンス

アルコール類

大腸菌由来タン
パク質

メバロノラクト
ン

１２ペンタンジ
オール

大手食品メーカー

大手アミノ酸メーカー

中堅商社

大手化粧品メーカー

サーキュラーバイオ製品（消毒液）

食品添加物（健康食品向け）

食品添加物

化粧品素材

自社販売

自社販売

自社販売

自社販売

パイプライン
（化学品）

パートナー企業 最終製品モデル

化学品Ａ

化学品Ｂ

化学品Ｃ

パイプライン進捗

Stage０～１
（研究段階）

Stage２
（開発段階）

Stage３
（商用化段階）

パイプライン総数※2

１２（２１）

１９（２５）

００（３０）

０１（０２）

００（０３）

※3

※3

※3

2022年9月期

３２（８１）
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市場環境
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企業概要市場環境（1）市場規模：バイオテクノロジー領域のポテンシャル

当社は、最先端バイオ技術による生物細胞を用いた産業群（スマートセルインダストリー）に属し、世界全体の市場規
模は、２０３０年時点で約９２兆円（内 当社が属する領域は５３.３兆円）が見込まれている

出典：経済産業省「バイオ×デジタルによる新たな経済社会（バイオエコノミー）に向けて」P.3より一部抜粋

：内閣府「バイオ戦略2020（市場領域施策確定版）のポイント」P.11より一部抜粋

生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品等
【33.0兆円】（25兆円（2016年））

バイオ医療・再生医療等関連産業
【3.3兆円】（1.5兆円（2020年））

持続的一次生産システム
【1.7兆円】（0.3兆円（2018年））
木材活用大型建築、スマート林業

【1.0兆円】（0.5兆円（2018年））

医療・ヘルスケア
従来不可能だった根本治療の実現

工業（ものづくり）
超省エネ（常温・常圧）

枯渇懸念フリー

エネルギー
化石燃料からの脱却

農畜水産業
害虫懸念フリー/農薬減少

連作可能、耐環境性

<生物情報（BD）>
・DNA、RNA
・たんぱく質
・代謝物 等

＜高度AI・IT技術＞
・ディープラーニング等

スマートセル
（かしこい細胞）

＜最先端バイオ技術＞
・遺伝子操作
・ゲノム編集
・代謝制御

【生物機能をデザイン】

遺伝子治療
再生医療
体内代謝制御
など

Cf.
人工クモ糸、香料
機能性化学品
医薬原料 等

Cf.
バイオエタノール
バイオ燃料
（バイオジェット、
バイオガスなど）

Cf.
病気にかかりにくい作物
乾燥・水害に強い作物
良く育つ作物 など

Cf.

機能物質を取り出して利用する
生体内で機能を発現させる

新産業創生
（スマートセルインダストリー）

【潜在的な生物機能の引き出し】 【機能発現を制御】

高機能バイオ素材、バイオプラスチック、
バイオ生産システム等

【53.3兆円】（32.5兆円（2018年））

当社のコア技術

当社の事業領域
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化学品原料
の大転換

CO2を排出 食料や飼料との
共存

Petroleum Biomass

バイオリファイナリー

企業概要

地球規模での諸問題が深刻化する中、化学品原料の大転換を実現させるのが “バイオリファイナリー”

市場環境（1）市場規模：バイオリファイナリーの重要性（1／2）

食料や飼料との
競合

化石燃料 CO2を削減

脱化石燃料
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バイオ燃料と排出権取引で
１２億トンのCO2削減が必要※1

企業概要

化学品原料の大転換に向けて、各国政府や各企業は、高い目標を掲げ、その実現に向けた取組みを進めている

市場環境（1）市場規模：バイオリファイナリーの重要性（2／2）

２０３０年までに
バイオプラスチックを

２００万トン導入※2

※1：（出典）三菱総研「成長を続ける航空輸送産業とバイオジェット燃料の可能性」（2020.2.27）https://www.mri.co.jp/knowledge/column/20200227.html

※2：（出典）環境省「バイオプラスチック導入のロードマップ（概要）」（令和3年1月）http://www.env.go.jp/recycle/mat21012610_1.pdf

https://www.mri.co.jp/knowledge/column/20200227.html
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企業概要市場環境（1）市場規模：バイオリファイナリーの成長性

23

出典：FACT SHEET: President Biden to Launch a National Biotechnology and Biomanufacturing Initiative

https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2022/09/12/fact-sheet-president-biden-to-launch-a-national-
biotechnology-and-biomanufacturing-initiative/

米国のNational Biotechnology and Biomanufacturing Initiative（2022年9月12日）

「With biotechnology, we can program microbes to make specialty chemicals and 

compounds, a process called “biomanufacturing.” These advances have led industry to 

embrace biomanufacturing—as an alternative to petrochemical-based production—to 

make things like plastics, fuels, materials, and medicines. Industry analysis suggests that 

bioengineering could account for more than a third of global output of manufacturing 

industries before the end of the decade—almost $30 trillion in terms of value.」

バイオものづくりが、今後10年以内に、
世界の製造業の３分の１以上を置き換

え、金額換算で30兆ドルに達する

これらの世界規模での取組みを背景に、バイオリファイナリー製品市場は、今後も高い成長が想定される
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バイオリファイナリー市場において、独自の自社微生物設計プラットフォームを有する稀有なポジショニング

24

企業概要市場環境（2）競合環境：ポジショニング

合成生物学VB大手企業

〇 〇 〇 ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎

◎ - -

-

-

-

-

-

-

各
企
業
の
役
割
・
分
類

味の素 他

当社

Ginkgo Bioworks
Zymergen（米国）※2

自社保有の微生物を利用し、
特定の化学品のみを開発・製造

自社設計プラットフォームにて
あらゆる化学品を生成する微生物株

を作成し、顧客に提供

食品
メーカー

バイオ
ファウン
ドリ※1

- - - ◎ ◎ ◎各種工業製品の開発・製造を行う企業
製品開発
製造企業

- - - ◎ ◎ ◎
住友化学、

三菱ケミカル 他
他社で開発された微生物を利用し、

特定の化学品のみを製造
化学

メーカー

パイロッ
トテスト

Stage３
（商用化段階）

量産プラント
立上げ

契約条
件交渉

開発結果
検討

製造販売
菌体

設計・開発

生産
プロセス

開発

スケール
アップ

Stage２
（開発段階）

〈出資・業務提携〉
共同開発・量産化支援・製品ディストリビューション

（凡例）◎：主担当、〇：主担当（メインは化学品の製造）、△：副担当、-：担当なし

※1 バイオファウンドリ：合成生物学や未利用微生物の実用化も含めた微生物等の育種から生産に必要な大量培養に至るまでのバイオ生産システム
※2 2022年10月に合併 （出典）https://www.ginkgobioworks.com/2022/10/19/ginkgo-acquires-zymergen/

出典：みずほ銀行「バイオ～バイオテクノロジーの更なる産業実装可能性と日本企業の勝ち筋～」P.18より一部抜粋、

同資料を基に当社作成

Amyris（米国）,Genoma
tica（米国）,Gevo（米国）

他

微生物株の提供
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競争力の源泉



Copyright © Green Earth Institute Co., Ltd. All rights reserved.
26

企業概要企業概要

当社が得意とするバイオプロセス技術は、次の４つの特徴を有し、これらの組み合わせにより、高効率なバイオプロ
セスを実現

目的物質を生産できるよう
微生物の遺伝子を組換え

適切なプロセス条件
（pH、温度、嫌気好気）の選定

最適生産条件（発酵槽の大き
さ、通気、攪拌※2条件）の決定

概要

当社技術
菌体設計・開発力

－独創的な人工代謝経路設計
※1－

高生産性バイオプロセスの開発
－独自の増殖非依存型

バイオプロセス－

シミュレーションを用いた
スケールアップ

－CFD高度な数値解析－

競争力の源泉（1）経営資源・競争優位性：コア技術サマリー

バイオリファイナリーにおける基幹技術及びノウハウを網羅的に有しており、
高効率な菌体・生産プロセスを提供することで、低コスト化に寄与し、商用化に貢献

※1 代謝経路設計：菌体に遺伝子の挿入や破壊の操作を施し、副産物の産生を抑制するなど、効率的に目的物質を産生する菌体に改良すること

※2 攪拌（かくはん）：流体または粉粒体をかき混ぜる操作に対する呼称で、工学の単位操作のひとつに分類されるプロセス

パイロッ
トテスト

量産プラント
立上げ

契約条
件交渉

開発結果
検討 製造販売

菌体
設計・開発

生産
プロセス

開発

スケール
アップ

PoC
開発品候補

の選定

Stage３
（商用化段階）

Stage２
（開発段階）

Stage０～１
（研究段階）

開発者による生産実証とサン
プル生産

生産プロセスの修正をしなが
らの生産実証

（P.27ご参照） （P.28ご参照） （P.29ご参照） （P.30ご参照）
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競争力の源泉（1）経営資源・競争優位性：菌体設計・開発力

微生物に関する技術・ノウハウや独創的な人工代謝経路設計により、生産性の高い菌体を開発

菌体開発のイメージ図

食糧系
バイオマス

非可食系
バイオマス

目的化学品副生産物

中間体A 中間体B

不要な
遺伝子を破壊

中間体X

目的化学品までの経路が
短縮される遺伝子を導入

微生物

目的物質

副生産物

当社
従来

当社の菌体が持つ人工代謝経路

微生物が持つ本来の代謝経路

当社

従来

開始物質

副生産物

副生産物

副生産物

目的物質を高効率に産生する菌体を開発

菌体
設計・開発

生産
プロセス

開発

スケール
アップ

開発段階 商用化段階

パイロット
テスト
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※ RITE Bioprocess®：公益財団法人地球環境産業技術研究機構の登録商標/

登録第5796262号（使用許諾済）

低収量

要巨大反応槽

細胞の再利用不可

長時間

従来のバイオプロセス RITE Bioprocess®

高収量

省スペース

細胞の再利用可

短時間

増殖
しながら

生産

増殖しながら生産するため

エネルギーが分散される

例）増殖：５個⇒１０個⇒２０個

生産：個数に応じた生産

生産のみ

増殖を抑制した状態で生産するため

エネルギーを生産に集中できる

例）増殖：１,０００個

生産：個数に応じた生産

競争力の源泉（1）経営資源・競争優位性：世界初の増殖非依存型バイオプロセス

RITE Bioprocess®※（増殖非依存型バイオプロセス）により、圧倒的な低コスト化を実現

国内外で高い評価を得てきたバイオプロセス技術

・2008年 第18回日経地球環境技術賞大賞
・2011年 米国工業微生物学会（The Society for Industrial 

Microbiology）2011 Fellowship Award
※本アワードは応用微生物分野の業績に対し与えられるもの

菌体
設計・開発

生産
プロセス

開発

スケール
アップ

開発段階 商用化段階

パイロット
テスト
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競争力の源泉（1）経営資源・競争優位性：シミュレーションを用いたスケールアップ

CFD※1を用いた高度な数値解析により、スケールアップに要する期間とコストを大幅に短縮

※1 CFD：数値流体力学（computational fluid dynamics）：偏微分方程式の数値解法等を駆使して流体の運動に関する方程式をコンピュータで解くことによって流れを観察する数値解析・シミュレーション手法

※2 従来のコンピュータシュミレーションでは、気体・液体・固体が混在する培養槽内の環境を再現するのは困難

ベンチラボ パイロット 実機

従来

ラボ 実機

当社

CFD

パイロットテストを実施する場合も、条件の最適化までの期間短縮に寄与

期間：年単位（多段階でのスケールアップが必要であり、試行錯誤による手戻りも発生）

コスト：高コスト（大規模な設備投資が必要であり、年単位での人員コストも発生）
・期間：年単位（多段階でのスケールアップが必要であり、試行錯誤※2による手戻りも発生）
・コスト：高コスト（大規模な設備投資が必要であり、年単位での人員コストも発生）

期間：年単位（多段階でのスケールアップが必要であり、試行錯誤による手戻りも発生）

コスト：高コスト（大規模な設備投資が必要であり、年単位での人員コストも発生）
・期間：月単位（実機レベルを見越したシミュレーションにより、期間を大幅に短縮
・コスト：低コスト（大規模な設備投資が不要であり、月単位での人員コストのみ発生）

～数十L 数十L～数百L 数百L～数万L 数万L～

～数十L 数万L～

菌体
設計・開発

生産
プロセス

開発

スケール
アップ

開発段階 商用化段階

パイロット
テスト
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競争力の源泉（1）経営資源・競争優位性：パイロットテストの経験

製品 使用菌体 場所 発酵槽容量 時期

アミノ酸 コリネ型細菌 米国 ２ｍ３ 2016年

アルコール類 コリネ型細菌 米国 ２ｍ３ 2016年

アミノ酸 コリネ型細菌 中国（日本企業） ３ｍ３ 2016年

アミノ酸 コリネ型細菌 中国 15ｍ３ 2018年

アミノ酸 コリネ型細菌 中国 10ｍ３ 2018年

アルコール類 コリネ型細菌 日本 40ｍ３ 2020年

希少糖 大腸菌 日本 ４ｍ３ 2021年

アルコール類 アルコール酵母 日本 ４ｍ３ 2021年

当社が実施してきたパイロットテストの例

菌体
設計・開発

生産
プロセス

開発

スケール
アップ

開発段階 商用化段階

パイロット
テスト生産プロセスのパイロットテストの経験を数多く有する当社が、パイロットテストやサンプル

生産を実施することにより、開発へのフィードバックが円滑に実施され、商用化までの期間が短縮される
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事業内容
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企業概要事業内容（1）決算ハイライト（1／3）経営成績

（百万円）
2021年９月期

（2020年10月-2021年９月）

2022年９月期

（2021年10月-2022年９月）
差異

・NEDO事業の執行や、パイプラインの進捗に伴い、売上高が増加
・減損損失の発生に伴い、当期純利益が減少

売上高 502 585 82

売上総利益 311 329 18

販管費 374 428 54

営業利益 △63 △99あ △35

経常利益 △63 △113あ △50

当期純利益 △74 △234あ △160
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企業概要

（百万円）
2021年９月期

（2021年９月末）

2022年９月期

（2022年９月末）
差異

流動資産 1,045 3,384 2,339

固定資産 80 0 △80

資産合計 1,125 3,384 2,258

流動負債 127 974あ 847

固定負債 198 191あ △6

負債合計 325 1,166 841

純資産合計 800 2,217 1,417

負債純資産合計 1,125 3,384 2,258

自己資本比率 71.1% 65.5%あ

・IPOに伴う資金調達及びバイオファウンドリ事業の執行等に伴い、流動資産が増加
・バイオファウンドリ事業の推進に伴い、流動負債が増加
・減損により、固定資産が減少

事業内容（1）決算ハイライト（2／3）財政状態
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企業概要

（百万円）
2022年９月期（予想）

（2021年10月-2022年９月）

2022年９月期（実績）

（2021年10月-2022年９月）
進捗率

売上高※ 842 585 69%

営業利益 3 △99あ -

経常利益 △25 △113あ -

当期純利益 75 △234あ -

・円安や物価高等による世界経済の先行きの不透明感から、パートナー候補企業が新規の研究開発の先延ばしや
契約を断念するという状況が一部で発生したことや、一部のパイプラインの収益認識が翌期へ期ずれとなった
こと等により、業績予想に対して未達

売上高の内訳 （単位：百万円）

業績予想 実績

研究開発（Stage2） 482 411

ライセンス・製品販売（Stage3） 360 173

売上高
サービス区分

事業内容（1）決算ハイライト（3／3）業績予想に対する進捗率
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企業概要

2021/9期 2022/9期

（百万円）

５８５百万円

（前年比差異）＋８２百万円

（前年同期差異）
＋２１７百万円

Stage 2
４１１百万円

194

21 3638

161

（前年同期差異）
△１３５百万円

Stage 3
１７３百万円117

308

13

126

49

151

Stage2（開発段階）

Stage3（商用化段階）

82

・Stage2（開発段階）については、当期よりNEDO事業に関する売上高を計上したことにより増加
・Stage3（商用化段階）については、製造販売収入等が減少

138

171

411

173

事業内容（2）決算の状況（1／6）経営成績（売上高）
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企業概要

313

2021/9期 2022/9期

163

269

374

98

203

４２８百万円

（前年同期差異）+５４百万円

（前年同期差異）

+１８百万円

研究開発費

１８９百万円

（前年同期差異）

+１８百万円

人件費

１６３百万円

（百万円）

・将来の成長目的の投資により、研究開発費等が増加

74

428

事業内容（2）決算の状況（2／6）経営成績（販売費及び一般管理費）
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IPOに伴う資金調達（ブックビルディング方式による公
募、オーバーアロットメントによる第三者割当）

研究開発収入（Stage2）に対する将来原価

バイオファウンドリ事業における建屋及び設備の
当社支払分（翌期分）※

減損損失により固定資産帳簿価額の減少

バイオファウンドリ事業における将来収入
（翌期分）※

37

企業概要

（百万円）
2021年９月期

（2021年９月末）

2022年９月期

（2022年９月末）
差異

流動資産 1,045

現金及び預金 844

仕掛品 35

立替金 0

固定資産 80

資産合計 1,125

流動負債 127

仮受金 0

固定負債 198

負債合計 325

純資産合計 800

負債純資産合計 1,125

2,339

1,896

114

379

△80

2,258

847

871

△6

841

1,417

2,258

自己資本比率 71.1%

3,384

2,740

149

380

0

3,384

974

871 

191

1,166

2,217

3,384

65.5%

主な要因

・IPOに伴う資金調達及びバイオファウンドリ事業の執行等に伴い、流動資産が増加
・バイオファウンドリ事業の執行に伴い、流動負債が増加
・減損損失の計上により、固定資産が減少

※ 毎年3月末時点の活動についてNEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の検収を受け、売上計上される

NEDOの仮受金が増加したことによる一時的な低下

事業内容（2）決算の状況（3／6）財政状態（現金及び預金、仕掛品、立替金、仮受金）
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企業概要

＜固定資産のグルーピング方法＞

当社はバイオリファイナリー事業のみの単一セグメントであり、特定のパイプラインにのみ用いる固定資産がないことから、

当社のすべての固定資産を一つのグループとしております。

＜減損損失の認識に至った経緯＞

当社はプラットフォーマーとなるために必要な研究開発基盤の構築（投資）段階にあり、継続して営業損失を計上していることから、

減損の兆候があると認められたため、当事業年度末において固定資産の減損損失の認識の要否に関する判定を行いました。

減損損失の認識の要否判定に用いられる割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、事業計画を基礎としており、

事業計画にはライセンス・製品販売事業の収益拡大に係る仮定が含まれています。

しかし、当事業年度の業績を受けて、資産グループの経済的耐用年数内にライセンス契約締結や製品販売事業による収益を得ることについて

不確実性が高まったと判断しており、割引前将来キャッシュ・フローの見積りにあたっては、事業計画の不確実性を加味し、

一部のパイプラインについて将来の収益獲得を見込まずに判定いたしました。

＜回収可能価額の算定方法＞

当資産グループの回収可能価額は正味売却価額及び使用価値より測定しており、正味売却価額はバイオリファイナリー事業特有の資産であり、

売却やほかへの転用が困難な資産であることから零で評価しております。

事業内容（2）決算の状況（4／6）トピックス（固定資産の減損損失）
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企業概要

◼ 2022年２月28日 エア・ウォーター（当社株主）と「バイオコハク酸」の商用生産に向けた研究開発を開始

◼ 2022年３月29日 双日（当社株主）が、バイオマス由来のモノエチレングリコール（MEG）生産技術の開発に参画

◼ 2022年３月30日 三井化学と「バイオポリプロピレン」の商用生産に向けた研究開発を開始

◼ 2022年４月28日 DIC （当社株主）と「β-アラニン」の商用生産に向けたライセンス契約を締結

◼ 2022年５月16日 NHPと食品残渣などのアップサイクルに向けた業務提携契約を締結

◼ 2022年５月24日 NEDOバイオファウンドリ事業の拠点の稼働を開始

◼ 2022年６月２日 代表取締役CEOの伊原が国産バイオジェット燃料の必要性及び木質バイオマス由来のバイオジェット

燃料生産について、自由民主党の再生可能エネルギー普及拡大議員連盟（会長 柴山昌彦衆議院議員、

事務局長 秋元真利衆議院議員）開催にて、プレゼンテーションを実施

◼ 2022年７月１日 NEDOバイオファウンドリ事業における人材育成プログラムの開講のお知らせ

◼ 2022年７月28日 代表取締役CEOの伊原が「持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進に向けた官民協議会 SAF流通ワー

キンググループ」第１回会合に構成メンバーとして参加

◼ 2022年８月５日 環境省の「廃棄物等バイオマスを用いた省CO2型ジェット燃料又はジェット燃料原料製造・社会実装

化実証事業」の採択決定

※ 当社では、パートナー企業のご了解を得られた案件についてのみ、ニュースリリースを開示

事業内容（2）決算の状況（5／6）トピックス（ニュースリリース）
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企業概要

◼ 2022年９月26日 NEDOムーンショット型研究開発事業「機能改良による高速CO2固定大型藻類の創出とその利活用

技術の開発」の採択決定

◼ 2022年９月30日 JST未来社会創造事業「化学合成糖を利用する有用有機物の高速バイオ生産」の採択決定

◼ 2022年10月３日 NEDOバイオファウンドリ事業における人材育成プログラムの第2期公募開始のお知らせ

◼ 2022年10月７日 代表取締役CEOの伊原が、一般社団法人環境教育振興協会が主催する「文京ecoカレッジ環境ライフ

講座第３回」に講演メンバーとして参加

◼ 2022年10月31日 ロッテと当社が実施した研究開発で生まれたアルコールスプレーが、ロッテのカカオ専門店「LOTTE 

DO Cacao STORE」で採用

※ 当社では、パートナー企業のご了解を得られた案件についてのみ、ニュースリリースを開示

事業内容（2）決算の状況（6／6）トピックス（ニュースリリース）
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・国策案件については、バイオファウンドリ事業やバ
イオジェット事業等により、670百万円を見込む

・民間案件については、主にはライセンスモデルにお
ける受託開発等により、180百万円を見込む

・売上原価については、国策案件での売上割合が約8割
を占めることにより、524百万円を見込む

・販管費については、主には研究開発費や人件費への
投資により、519百万円を見込む

-

-

主な要因

41

企業概要

（百万円）

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

2022年９月期（実績）

（2021年10月-2022年９月）

585

△99あ

△113あ

△234あ

対前期増減率

45.4%

-

-

-

・国策案件については、前事業年度においてNEDOより受託したバイオファウンドリ事業や、当事業年度において
環境省より受託したバイオジェット事業等が本格化されることに伴い、関連するリソースを集中的に投下

・民間案件については、既に契約済、又はそれに準ずる案件のみを業績予想に織り込むことで、保守的で蓋然性の高い
計画を策定することにより、確実な収益化を目指す

事業内容（3）2023年9月期 業績予想

2023年９月期（予想）

（2022年10月-2023年９月）

850

△192あ

△193あ

△195あ
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事業計画
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事業計画（1）成長を支える体制の確立

43

当社が「バイオリファイナリー産業における技術プラットフォームを提供する企業」となるため、中長期目標として
今後３年間において、次の事項を推進

➢ 規程類の整備とその適正な運用、必要となる組織の新設及び変更並びに適切な人員の採用及び配置、予実管理及び決算体制の整備、会計シス
テムのワークフローの確立及び人的作業からシステム制御への移行、内部監査の実施、リスク及びコンプライアンス管理の実施等を実行して、
法令に準拠し、また当社の事業構造に適応した内部統制システムの適時の改定及び運用を継続する

内部統制システムの構築

➢ 当社は技術ベンチャー企業であり、独自の技術開発が事業の根幹となることから、優秀な研究者の確保に努める
➢ 内部統制システムの構築や、適時開示及びIR等、付加的業務への対応のため、企画、管理部門についても適時の採用活動を実施

人材の確保

➢ 研究開発は、必ずしも目標値を達成し、成果を確約するものではなく、また新規技術は市場における実績も少ないことから、取引先の拡張に
あたっては、当社の認知度及び信用力を向上させ、当社の技術に対しても信用を持たせることが重要

➢ 当社は、商用化実績を着実に積み上げるとともに、上場による知名度の上昇及び企業としての信頼の獲得を目指す

認知度及び信用力の向上

➢ 人員の拡大に伴う研究施設の拡張、発酵槽等の研究開発設備への追加投資

研究施設及び設備の充実
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事業計画（2）成長戦略：プラットフォームの構築と収益化の手法

44

2022年9月期の進捗について、Up side案件であったバイオ燃料市場が新たにフェーズ４として事業化への稼働を開始
2023年9月期以降も、バイオものづくりの基盤となるプラットフォームを構築しつつ、収益化手法の拡大を目指す

※ 出典：化学工業日報社「17221の化学品（2021年版）」

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ

❘
ム
の
構
築

収益化の手法

2022年9月期末
成長戦略のイメージ

フェーズ１

ライセンス

（アミノ酸市場）
（P.49ご参照）

フェーズ４

テクノロジー
パッケージ

（バイオ燃料市場）
（P.53-54ご参照）

Up side

TBD

（非可食バイオマス市場）

（P.55-56ご参照）

スケールアップやサンプル生産等のバイオ
リファイナリー分野の企業の多くが必要と
するサービスの提供

バイオ燃料のような社会のインフラとなる
バイオリファイナリー製品の国内生産が可
能となる技術の開発

二酸化炭素を原料とするようなバイオリ
ファイナリー分野の新しい基盤技術の開発

（P.45-46ご参照）

（P.47ご参照）

（P.48ご参照）

2021年9月期末

ターゲットとされる
化学品

１７,０００種類※以上

フェーズ３

自社販売

（高付加価値市場）

（P.51-52ご参照）
フェーズ２

ライセンス

（バイオ樹脂市場）

（P.50ご参照）
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企業概要企業概要事業計画（2）成長戦略：プラットフォームの構築（1/4）バイオファウンドリ事業

スケールアップやサンプル生産等のバイオ
リファイナリー分野の企業の多くが必要と
するサービスの提供

（千葉県茂原市）

バイオファウンドリ拠点

Global
Bio-

community

「様々なバイオ製品を世界に」

◆ 2021-2026年度（６年間）

◆総額５４億円（税込）（このうち建屋・設備分（２０億円程度の予定）は、売上には

計上されない）※

◆１６製品以上のバイオ製品の開発・事業化を目指す
◆パートナー企業：協和発酵バイオ、三井化学、マイクロ波化学、北海道大学など

国内の大学、企業等のいろい
ろなスマートセルが本バイオ
ファウンドリ拠点に

※ 公募要項に記載の各年度の事業規模は、2021年度15億円、22年度10億円、23年度10億円、24年度8億円、25年度6億円、26年度5億円。原則として各年度の契約（2021年度と2022年度は2年契約）。中間審査が2022年度、2024年度に実施予定。

2022年9月期の進捗について、一部の拠点の稼働を開始したことに加えて、人材育成プログラムの開講を開始
2023年9月期以降も、バイオものづくりの基盤となるバイオファウンドリ事業のプラットフォームの構築を目指す
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企業概要企業概要事業計画（2）成長戦略：プラットフォームの構築（2/4）バイオファウンドリ事業

スケールアップやサンプル生産等のバイオ
リファイナリー分野の企業の多くが必要と
するサービスの提供

日本におけるバイオリファイナリー技術の
商用化のプラットフォーム

構築・運用する事業を受託

（凡例）◎：主担当、-：担当なし

◎ ◎ ◎大企業 ◎ ◎- - -

◎ ◎ ◎大学・ベンチャー企業 - - - 製造委託 製造委託

- - -当社 ◎ ◎ ◎ - -

ラボスケールで優れた結果を持った菌体

パイロッ
トテスト

Stage３
（商用化段階）

量産プラント
立上げ

契約条
件交渉

開発結果
検討 製造販売

菌体
設計・開発

生産
プロセス

開発

スケール
アップ

PoC
開発品候補

の選定

Stage２
（開発段階）

Stage０～１
（研究段階）

開発した技術については、日本版バイ・ドール制度※に基づき、
当社の技術として、第三者へのライセンスが可能

※ 政府資金を供与して行う委託研究開発に係る特許権等について、一定の条件を受託者が約する場合に、受託者に帰属させることを可能とする制度

2022年9月期の進捗について、一部の拠点の稼働を開始したことに加えて、人材育成プログラムの開講を開始
2023年9月期以降も、バイオものづくりの基盤となるバイオファウンドリ事業のプラットフォームの構築を目指す
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企業概要企業概要事業計画（2）成長戦略：プラットフォームの構築（3/4）環境省バイオジェット燃料実証事業

バイオ燃料のような社会のインフラとなる
バイオリファイナリー製品の国内生産が可
能となる技術の開発

木質バイオマスを原料としたSAFの製造プロセス※2

植林 伐採 粉砕 パルプ化 糖化発酵 精製蒸留
脱水・オリゴ

マー化・水素

添加・分留

木質
チップ

パルプ
95%エタ
ノール

発酵液
木
材

森
林

D7566
Annex5

非可食バイオマス利用
（食料と競合しない）

低コスト（既存の製紙
工場の設備の利用によ

る初期投資抑制）

安定供給（原料の大
量調達が可能）

リグニン
（黒液）

蒸気・電力

低CO2排出（バイオエ
ネルギーの再利用）

糖化発酵の
収率向上

精製蒸留の
品質向上

原料として
最適なパルプの

選定

本プロセス
の強み

本実証事業
の目的

凡例

※1 廃棄物等バイオマスを用いた省 CO2 型ジェット燃料 又はジェット燃料原料製造・社会実装化実証事業（委託者：環境省）

※2 生産事業会社が製紙会社であった場合の具体例

新ビジネス（製紙会社
にとっての新事業）

2022年８月、木質バイオマスを原料としたSAF向けの非可食バイオエタノールの社会実装を進めるための実証事業※1

に採択
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企業概要企業概要事業計画（2）成長戦略：プラットフォームの構築（4/4）JST未来創造事業

2022年９月、CO2を原料としたグリーン化学品を製造する新規基盤技術を開発するための研究開発事業※1に採択

※1 未来社会創造事業（委託者：国立研究開発法人 科学技術推進機構（JST））

研究開発課題名「化学合成糖を利用する有用有機物の高速バイオ生産」

※2 グリーン化学品が飼料添加物であった場合の具体例

二酸化炭素を原料とするようなバイオリ
ファイナリー分野の新しい基盤技術の開発

CO2を原料としたグリーン化学品の製造プロセス※2

電気化学的変換 無機触媒 発酵 有機合成

糖 DHB
（飼料添加物の前駆体）

ホルムアル
デヒド

CO2
飼料

添加物

微生物が利用可能
な糖を効率的に作

る触媒の開発

CO2から作られた
糖の利用を効率化
する遺伝子の取得

触媒変換による糖の安
定・高速・大量供給

再生可能エネルギーから
の電力を使うことでCO2

削減

鶏等の飼料添加物（液体メチオニ
ン）の前駆体であるDHB（2,4-

Dihydroxybutyrate）を生産する
菌は当社にて開発済

化学とバイオの融合に
よるCO2から作られた

製品

本プロセス
の強み

本研究開発
事業の目的

凡例

✖

CO2から作られた糖を
効率的に発酵する菌体・

プロセスの開発
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事業計画（2）成長戦略：収益化の手法（1/8）ライセンス（アミノ酸市場）

※1：（出典）「FOOD ADDITIVES MARKET - GROWTH, TRENDS, AND FORECAST (2020 - 2025)」
食品添加物：５５５.３億USD（約６.１兆円）２０２５年

※2：（出典）「Feed Amino Acids Market by Type (Lysine, Methionine, Threonine, Tryptophan), Livestock (Ruminants, Swine, Poultry, Aquaculture), Form (Dry, Liquid), and Region (North America, Europe, Asia Pacific, South America and RoW) - Forecast to 2022」
飼料添加物：６６.６億USD（約７,３２６億円）２０２２年

※3：（出典）「Amino Acids Market Size, Share & Trends Analysis Report By Source (Plant Based, Animal Based), By Product (L-glutamate, Lysine, Tryptophan), By Application, By Livestock, By Region, And Segment Forecasts, 2020 – 2027
食品添加物：アミノ酸市場規模３３２億USD×２８％ （アミノ酸市場のうち、飼料添加物以外の需要（約２８％）を食品添加物として推計）
飼料添加物： ６６.６億USD（約７,３２６億円）２０２２年

※4：当社算出：SAM×３％（当社のアミノ酸のライセンス契約におけるロイヤリティ率を参考として3％と仮定）

フェーズ１

ライセンス

（アミノ酸市場）

食品添加物・飼料添加物
（旨味成分、サプリメント原料など）

SOM
Serviceable Obtainable Market 

SAM
Serviceable Available Market 

TAM
Total Addressable Market 

発酵法による食品添加物・飼料添
加物（アミノ酸）のロイヤリティ

収入での市場規模

発酵法による食品添加物・飼料添
加物（アミノ酸）の市場規模

食品添加物・飼料添加物
全体の市場規模

約５.８億USD
（約６４２億円）

約１５９.６億USD
（約１.８兆円）

約６２１.９億USD
（約６.８兆円）※1,2

※3

※4

バイオマス由来以外の
食品添加物・飼料添加物
も含む全ての世界市場

の規模

2022年9月期の進捗について、新たなアミノ酸２種類（いずれも主たる用途は食品添加物）のライセンス契約を締結
2023年9月期以降も、収益化の手法を拡大しつつ、新たなアミノ酸市場への参入を目指す
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※1： 具体的な価格は非公開
※2：（出典）https://www.grandviewresearch.com/press-release/global-aspartic-acid-market
※3：（出典）https://www.psmarketresearch.com/market-analysis/polymer-market
※4：（出典）https://www.statista.com/statistics/981791/market-share-bioplastics-worldwide/

当社算出：TAM×40%（バイオ樹脂市場は2030年時点において全樹脂市場の40％）
※5： 当社算出：SAM×1.5%（産業別の売上高に対する研究開発費の比率を参考にしており、石油製品製造業とプラスチック製品製造業の平均から算出して1.5％と設定）

フェーズ２

ライセンス

（バイオ樹脂市場）

バイオ樹脂
（紙おむつ用吸水性樹脂、バイオPET原料など）

事業計画（2）成長戦略：収益化の手法（2/8）ライセンス（バイオ樹脂市場）

SOM
Serviceable Obtainable Market 

SAM
Serviceable Available Market 

TAM
Total Addressable Market 

バイオ樹脂のロイヤリティ収入
での市場規模

バイオ樹脂原料
の市場規模

世界の樹脂の
全体の市場規模

約５.０億USD
（約５５３億円）

約３３５億USD
（約３.６兆円）

約８３８億USD
（約９.２兆円）※3

※4

現状、樹脂市場における
バイオ樹脂の割合は8%

↓
当社はさらなるバイオ樹

脂市場の開拓が可能

※5

2022年９月期の進捗について、新たにイソブタノールとイソプロパノールという２種類のバイオプラスチックの原
料について、パートナー企業と開発契約を締結
2023年９月期以降も、収益化の手法を拡大しつつ、新たなバイオ樹脂市場への参入を目指す
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フェーズ３

自社販売

（高付加価値市場）

独自開発による高付加価値なバイオ製品市場への参入
（増殖非依存型バイオプロセス等の活用）

独自開発の例

従来のバイオプロセス RITE Bioprocess®

増殖
しながら

生産

生産のみ

・菌体の増殖を阻害する物質

・毒性の強い物質（化粧品素材である抗菌剤等）

増殖を阻害され

生産活動が衰退

自ら生産した物質により

菌体そのものが死滅

生産活動の影響なし

毒性の影響なし

目標

微生物由来タンパク質 メバロノラクトン １２ペンタンジオール化学品Ａ 化学品Ｂ 化学品Ｃ

2024年9月期～ 2025年9月期～ 2026年9月期～

おおよそ1~2年に１製品のペースでの開発を目指す

※ ※ ※

※ 具体的な品名は非公開

事業計画（2）成長戦略：収益化の手法（3/8）自社販売（高付加価値市場）

2022年９月期の進捗について、当初予定していた化学品Aの製造委託先が決まらず、引き続き、国内外の製造委託候
補先と交渉中。化学品Bについては開発が進捗中
化学品Aについて、2024年９月期での上市を目指す
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サーキュラーバイオ エタノール製品🄬

2020年12月 シュレッターごみを原料としたサーキュラーバイオⓇエタノール
プロジェクト（第1弾）開始

2021年5月 サーキュラーバイオⓇエタノールプロジェクト（第2弾）開始

2021年7月 サーキュラーバイオⓇエタノール消毒ジェル販売

１ 循環型社会に合致した製品

２ 商標も含めた知的財産権による保護

３ GEIとして在庫リスクを持たない販売モデル

自社販売モデルでの上市を実績で証明

サーキュラーバイオⓇの商標登録済み
サーキュラーバイオⓇのビジネスモデル特許出願済み

GEIは、サーキュラーバイオⓇエタノール事業をしたい企業
からの発注を受けて受託生産するビジネスモデル

消毒用製品など

コメ袋

シュレッダー
ゴミ

分別・裁断
処理

蒸留

酵素糖化

微生物

発酵

Circular Bio

紙を大量に捨てる企業

購入

廃棄物

古新聞

事業計画（2）成長戦略：収益化の手法（4/8）自社販売（高付加価値市場）製品化に成功した事例

自社販売については、既にサーキュラーバイオⓇエタノール製品による実績（小規模）あり

＜参加企業＞
NTTスマイルエナジー株式会社
双日株式会社
株式会社テックサプライ
東急不動産
ヘラルボニー株式会社
三井住友銀行株式会社
みんな電力株式会社
森田紙業株式会社
龍宮城スパホテル三日月
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事業計画（2）成長戦略：収益化の手法（5/8）テクノロジーパッケージ（バイオ燃料市場）

※1 ICAO（国際民間航空機関）において決定されたCORSIAというCO2排出量を削減する制度に基づく義務

※2（出典） 日本航空株式会社・全日本空輸株式会社「共同レポート 2050年 航空輸送におけるCO2排出実質ゼロへ向けて」

※2

2050年までに国内で2300万kLの
SAFが必要

CO2削減方法はSAF（持続可能な航空燃
料）が最も有効だが、現在圧倒的に不足

フェーズ４

テクノロジーパッケージ

（バイオ燃料市場）

2027年から、国際線運航者は、CO2排出量を
削減することが義務化※1

2022年９月期の進捗について、Up side案件であったバイオ燃料市場が新たにフェーズ４として事業化への稼働を開始
（2027年からの義務化を見据えて、需要が見込まれることから、国内SAF用エタノールの事業化に着手）
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事業計画（2）成長戦略：収益化の手法（6/8）テクノロジーパッケージ（バイオ燃料市場）

※1 ICAO（国際民間航空機関）において決定されたCORSIAというCO2排出量を削減する制度に基づく義務

※2（出典） 日本航空株式会社・全日本空輸株式会社「共同レポート 2050年 航空輸送におけるCO2排出実質ゼロへ向けて」

MHPS:三菱日立パワーシステムズ株式会社 TEC:東洋エンジニアリング株式会社 JAXA:宇宙航空研究開発機構
RITE:公益財団法人地球環境産業技術研究機構 GEI:Green Earth Institute株式会社

【国産SAFの５つの要件】
1. 安定供給
2. 低コスト
3. 低CO2排出
4. 国産
5. 非可食バイオマス利用

日本でこれらの要件を満たすのは、
「木質バイオマス由来のエタノールか
らのジェット燃料（Annex5 ATJ-
SPK）」

区分 製造法 略号
国内実績

（ ）内は初フラ
イトの時期

石油会社
計画

Annex１ FT合成法により合成パラフィンを製造
（木材、ごみ等をガス化してCOと水素から合成）

FT-SPK MHPS・TEC・
JAXA

(2021.6)

Annex２ 植物油、廃食用油等を水素化処理して合成パラフィンを製造
（油脂に含まれる酸素は水の形で排出）

HEFA–SPK - コスモ石油
ENEOS

Annex３ サトウキビから発酵によりファルネセン（セスキテルペン）
を作り、それを水素化してファルネサンとする

SIP -

Annex４ FT合成法と非化石由来の芳香族の組合せ SPK/A - -

Annex５ アルコールの脱水・縮合・水素化・分留により合成パラフィ
ンを製造（アルコールは植物等から発酵法で製造）

ATJ-SPK JAL、JEPLAN、
RITE、GEI
(2021.2)

出光興産
コスモ石油
（ENEOS）

Annex６ 植物油、廃食用油等を接触水熱分解してパラフィンだけでな
く、シクロパラフィン、芳香族を得る

CHJ ユーグレナ
(2021.6)

-

Annex７ ボツリオコッカスという藻が製造する炭化水素や油脂を水素
化分解して合成パラフィンを製造

HC-HEFA SPK IHI
(2021.6)

-

フェーズ４

テクノロジーパッケージ

（バイオ燃料市場）

2027年から、国際線運航者は、CO2排出量を
削減することが義務化※1

2022年９月期の進捗について、Up side案件であったバイオ燃料市場が新たにフェーズ４として事業化への稼働を開始
（2027年からの義務化を見据えて、需要が見込まれることから、国内SAF用エタノールの事業化に着手）
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Up side

TBD

（非可食バイオマス市場）

バイオリファイナリー原料としての非可食バイオマス利用
（食料問題との競合を回避）

EU RED（Renewable Energy Directive）Ⅱ
食糧・食用作物から生産されたバイオ燃料
その比率を制限：2020年時点でのバイオ燃料の 割合の１%増加
まで（最大７%まで）※2

2021年の世界の第二世代バイオ燃料の市場規模は69.5億米ドル
第二世代バイオ燃料の世界市場規模は、2022年から2030年まで
の予測期間において年平均成長率（CAGR）26.5％で成長し、
2030年には558.0億米ドルに達すると予測※1

2021 2030

年平均成長率26.5%

※1（出典）REPORTOCEAN 第二世代バイオ燃料のレポート（https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000005409.000067400.html）

※2（出典）「バイオエネルギー燃料の持続可能性確保： 近年の国際動向」（公益財団法人 自然エネルギー財団 上級研究員 博士（農学） 相川 高信氏 講演資料

※3（出典）「バイオマスの活用をめぐる状況」（農林水産省大臣官房バイオマス政策課） 資料（2021年12月）

バイオリファイナリー原料としての非可食バイオマスの可能性※3

事業計画（2）成長戦略：収益化の手法（7/8）TBD（非可食バイオマス市場）

バイオものづくり市場が広がるなか、トウモロコシやさとうきび等の食料や飼料となりうる原料を使うことが、食料
との競合になることが問題視されている
非可食バイオマスについて、コスト低減に向けた開発を継続中

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000005409.000067400.html
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古着（綿繊維）由来の国産バイオジェット燃料搭載のフライトに
成功

衣料品を糖化し、ジェット燃料を製造

微生物(コリネ菌)を用いたバイオプロセスを使用し、国内の既存施設にて約1年
3カ月かけて完成させ、2020年3月下旬にバイオジェット燃料の国際規格である
ASTM D7566 Annex5 Neatの適合検査に合格。

この成功により国内の技術力でバイオジェット燃料が製造できること、衣料品
（綿）を原料として、コリネ菌が生成するイソブタノールからバイオジェット
燃料の製造が可能であることを技術的に立証することに成功。2021年2月4日の
JAL319便（羽田空港発、福岡空港行き）に搭載される。

※１：（出典）当社プレスリリース：http://gei.co.jp/ja/img/newsrelease/news_20210212v2.pdf
※２：（出典）アルビオン社プレスリリース：https://www.rashisa.albion.co.jp/news/

※1

※2

非可食バイオマス市場への参入については、既に複数製品による実績あり

事業計画（2）成長戦略：収益化の手法（8/8）TBD（非可食バイオマス市場）製品化に成功した事例
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事業計画（3）経営指標

※ 当該事業年度中に売上を計上したパイプラインの数（括弧内は、期末時点のパイプラインの総数）

売上高を経営指標とし、パイプラインの拡大を基盤とする販売実績の増加を目指す

2020年9月期 2021年9月期 2022年9月期

売上高（億円） ３.３（１１） ５.０（１１） ５.８（１１）

パイプライン総数（件）※

Stage１ １０（１７） ３０（３２） ３０（３３）

Stage２ ２１（２２） ２１（２５） １９（２５）

Stage３ ８（１２） １４（２１） １３（２３）

合計 ２９（５１） ３５（７８） ３２（８１）

市場成長の初期段階において先駆者として実績を積むことは、当該市場において高い優位性に繋がること

から、第一に売上高を経営指標とし、つまりはパイプラインの拡大を基盤とする販売実績の増加を目指す
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企業概要認識するリスク及び対応策（1／2）

項目 対応策リスク概要 時期

ライセンシーにおける販売 当社は、収益化手法の１つとしてライセンス契約に取り組んでおります。
ライセンス契約においては、主として自社において技術を使用した製品
の生産、販売を行わないことにより、設備投資及び販路確保や在庫の保
有、広報等の販売活動にかかる費用やリスクを最小限にすることができ
ます 。
一方、ライセンス契約の事業構造上、製品の販売活動はライセンシー
（ライセンス契約の締結先）に依拠し、当社において販売の計画、実行
を行わないことから、 特に短期的な業績予測と実績の乖離が生じる可能
性があります。

中長期 当社としては、期待するロイヤリ
ティ収入を保持できるよう、ライセ
ンシーの販売計画を精査のうえ、ラ
イセンス契約の条件を個々に設定し
ており、今後は既存のライセンス契
約の条件やロイヤリティ収入の実績
の知見をもって、さらに業績予測の
精度を高める方針であります。

カントリーリスク 当社は、中国やマレーシア等のアジア地域において事業展開を行ってお
り、これらのうち特に中国における事業活動には次のようなリスクがあ
ります。

・予期し得ない法律、規制、不利な影響を及ぼす租税制度の変更
・不利な政治的要因の発生及びそれに伴う為替の変動
・常識、文化、社会的慣習の違いによる契約違反や技術流出等の発生

中長期 当社は、今後事業開拓活動により、
研究開発の対象製品、提携先（取引
先）の多様化を進め、研究開発に続
くライセンス契約も、複数の地域、
取引先に展開していく計画でありま
す。

知的財産権 当社は事業展開において様々な特許権等の知的財産権を使用しており、
これらは当社所有の権利であるか、又は他者より適法に実施許諾を受け
た権利であると認識しております。
これらの知的財産権について、これまで第三者の知的財産権を侵害した、
又は当社が侵害を受けた事実はなく、今後も侵害を防止するため、適切
な管理を行っていく方針でありますが、
当社の認識していない知的財産権が既に成立している可能性や新たに第
三者の知的財産権が成立する可能性もあり、当該侵害のリスクを完全に
排除することは困難であります。
当該紛争に対応するために、多くの人的及び資金的負担が発生するとと
もに、当社のライセンサーから特許権の実施の差止請求や、損害賠償等
の請求を受けた場合には、当社の業績及び財務状況等に影響を及ぼす可
能性があります。

中長期 当社が第三者との間の知的財産権を
巡る法的紛争等に巻き込まれた場合、
顧問弁護士や弁理士と協議のうえ、
当該知的財産権によってはライセン
サーとも協力しながら、適正に対応
する方針であります。
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項目 対応策リスク概要 時期

特定の製品にかかるリスク 当社の１つの大きなパイプラインである飼料添加物用のアミノ酸につい
ては、畜産業界における病気の蔓延等により、その需給に大幅な変動が
生じることがあります。
例えば、2018年から中国を中心に拡大した豚コレラの蔓延により、中国
国内での養豚数が激減し、豚向けの主要な飼料添加物であるバリンの売
上が想定値より大幅に減少するという事態が生じました。
特定製品にかかる需給リスクが発生した場合は、当社の業績及び財務状
況等に影響を及ぼす可能性があります。

中期 当社は、パイプライン、ひいては商
用化の対象製品をできる限り拡大し、
当社の経営に与える影響を最小限に
抑えるような事業構造を構築してま
いります。

大株主との関係 当社は、RITEで開発された技術を事業化したことから設立されており、
RITEは当事業年度末において当社の株式1,800,000株を保有する大株主で
あります。当社では、RITEの保有する特許権の実施許諾を受け事業展開
を行ってきており、その使用にあたってはRITE（ライセンサー）に対し
ロイヤリティを支払うものであります。また、当社の研究開発拠点であ
るGreen Earth研究所の建物はRITEより借り受けるものであります。
RITEは公益財団法人として、開発した技術を世の中に広め、もって地球
環境の保全及び世界経済の発展に資することを理念としており、当社の
事業成長を推進する立場にあることから、協力的な提携関係を維持して
いますが、万が一これらの特許権及び建物賃貸にかかる契約の継続が困
難となった場合には、当社の業績及び財務状況等に重大な影響を及ぼす
可能性があります。

中長期 当社は、大規模な設備投資や販売活
動を必要としない事業形態を活かし
て研究開発へ注力することにより、
自社の特許権の取得を進めつつ、で
きる限り多くの企業との協業を実現
することにより、外部の特許権に依
存しない事業展開を進める方針であ
ります。

※ 記載されている認識するリスク及び対応策は主要な事項になりますので、詳細は有価証券報告書をご参照ください

認識するリスク及び対応策（2／2）
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参考資料：上場時における調達資金の使途

事業所名
種類 細目 目的

設備の内容

予定金額 2022年
9月期

2023年
9月期

2024年
9月期以降

予定時期

Green Earth研究所
（千葉県木更津市）

機械装置
研究開発
設備①

研究開発の範囲の拡大
および効率化

６３,７６３ ６３,７６３ - -

機械装置
研究開発
設備②

６２,４４１ - ６２,４４１ -

機械装置
研究開発
設備③

５２８,４１８ - - ５２８,４１８

建物
研究所
建物

研究開発活動の拡充

８００,０００ - ４００,０００ ４００,０００

土地
研究所
用地

１８０,０００ - １８０,０００ -

合 計 １,６３４,６２３ ６３,７６３ ６４２,４４１ ９２８,４１８

（単位：千円）

上場時において計画していた第２研究所の建設は、バイオファウンドリ拠点にて代替するものとし、本事業の実施に
かかる増員のための採用費及び人件費等の運転資金、並びに事業終了時の設備の簿価買取の設備投資資金として、調
達資金の使途を変更する

第２研究所の建設（赤囲い）は、バイオファウンドリ拠点にて代替（予定金額の費消は未実施）

調達資金（1,599,875千円）の使途を、バイオファウンドリ事業の実施にかかる運転資金、設備投資資金
（総額530,000千円。詳細はｐ.63参照）に変更

※ 実際の上場時における資金調達の額は、1,599,875千円であります

※ 
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事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定額

総額 既支払額

資金調達
方法

着手年月
完了予定

年月
完成後の
増加能力

研究開発設備
（2023年９月期導入）

研究開発設備
（2024年９月期導入）

研究開発設備
（2025年９月期導入）

研究開発設備
（2027年９月期買取）

10,000

10,000

10,000

500,000

－

－

－

－

増資資金

2022年10月

2023年10月

2024年10月

2027年４月

2023年４月

2024年４月

2025年４月

2027年９月

注１

注１

注１

注２

注１ 2022年９月期以降において設備投資を計画する、各種分析装置や培養装置等であります。これらは、主として現在所有する機器の故障に対応し、代替機器の購入や補修を行うものであり、
生産性を増加するものでないため記載を省略しております。

注２ バイオファウンドリ事業終了後、本事業で購入した設備をNEDOより簿価買取するものであります。
バイオファウンドリ拠点はプロセス開発を中心とした研究開発拠点であり、生産性の増加能力の計数的把握は困難ですが、当社としては、研究開発の効率性を30％以上増加させることを
目標としております。

参考資料：重要な設備の新設等

（単位：千円）

上場時において計画していた第２研究所の建設は、バイオファウンドリ拠点にて代替するものとし、本事業の実施に
かかる増員のための採用費及び人件費等の運転資金、並びに事業終了時の設備の簿価買取の設備投資資金として、調
達資金の使途を変更する
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参考資料：財務ハイライト

損益計算書（百万円） 貸借対照表（百万円） キャッシュ・フロー計算書（百万円）

20/9期 21/9期 22/9期

売上高 334 502 585

　年成長率 65.5% 50.3% 16.4%

売上総利益 185 311 329

　売上総利益率 658.3% 67.6% 6.0%

営業損失 ▲ 114 ▲ 63 ▲ 99

　営業利益率 ー ー ー

当期純損失 ▲ 116 ▲ 74 ▲ 234

　当期純利益率 ー ー ー

20/9期 21/9期 22/9期

現金及び預金 456 844 2,740

流動資産合計 495 1,045 3,384

固定資産合計 78 80 0

流動負債合計 139 127 974

固定負債合計 110 198 191

純資産合計 324 800 2,217

20/9期 21/9期 22/9期

営業活動によるキャッシュ・フロー -171 -205 337

投資活動によるキャッシュ・フロー -10 -26 -36

財務活動によるキャッシュ・フロー -13 634 1,612

　現金及び現金同等物の増減額 -194 402 1,913

　現金及び現金同等物の期首残高 619 424 827

現金及び現金同等物の期末残高 424 827 2,740
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用語 解説

アミノ酸
酸性基であるカルボキシル基（-COOH）と塩基性基であるアミノ基（-NH2）から構成される有機化合物。ペプチド結合（-CONH-）に
よりタンパク質を合成する。種類により甘味、苦味、酸味やうま味を持つ栄養素でもあり、食品添加物や医薬品原料、化粧品原料に使
用される。

カーボンニュートラル
一連の人為的活動を行った際に、排出される二酸化炭素と吸収される二酸化炭素が同じ量であるという概念。
バイオマスは燃焼するとCO2を排出するが、そのCO2は植物等が成長する過程で、大気中から吸収したものであり、
総量としてCO2の量は変化しないという考え方である。

コリネ型細菌
グラム陽性（グラム染色法により紫色に染まる細胞壁の厚い菌）土壌細菌であり、グルタミン酸やリジンをはじめとする、食品用、飼
料用、医薬用のアミノ酸の工業生産菌として使用される。

生分解性
物質が微生物等の生物の作用により分解する性質。一般的には樹脂(プラスチック)等の有機化合物が土壌や水中の微生物により分解さ
れる性質を指す。

セルロース 植物細胞の細胞壁および植物繊維の主成分で、天然の植物質の1/3を占める炭水化物（グルコースが結合した多糖類）。

糖類
本書では、糖（C6H12O6）の最小単位である単糖類、複数個の単糖類が脱水縮合して結合（グリコシド結合）した少糖類、及び多数の
単糖類がグリコシド結合した多糖類を指す。

バイオマス 生物資源（bio）の量（mass）を表す概念であり、再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの。

バイオリファイナリー バイオマスより様々な燃料や化学製品を製造すること。

バイオプロセス 本書においては、バイオリファイナリー技術により目的物を生産するまでの工程および当該工程の最適化を指す。

発酵
細菌等の微生物が、有機物を分解、合成してエネルギーや別の有機物を生産する過程（代謝）であり、主にヒトにとって有益な物質を
生産するものを指す。

バリン 体内で合成されない必須アミノ酸。たんぱく質の合成、肝機能向上、血液中の窒素バランスの調整、中枢性疲労の軽減に関わる。

非可食バイオマス ヒトが食用にしない植物材料

PoC（Proof of Concept） 新しい概念や理論、原理等が実現可能であることを示すための試行

参考資料：用語集
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